
國 上 」

健康局総務課

がん対策推進室予算 PR版
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１

２

※

※

がん対策の推進について
平成23年度概算要求・要望額 541億円 (22年度当初予算額 316億円)

「元気な日本復活特別枠」で要望

当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
うち、4億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

基本的な考え方

○ 平成 19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標の進
捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

1放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成 36億円(43億 円)

(1)

(2)

(3)

がん専門医等がん医療専門スタッフの育成
・がん医療に携わる医療従事者の計画的育成

がん診療連携拠点病院の機能強化

国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進
・未承認・適応外医薬品解消検討事業費

1 1億円 (

08億 円 (

34.3億 円 (

O_8億円 (

064意円 (

76億 円 )

2_0億円 )

34_3億 円 )

0_9億円 )

06億 円 )

2治療の初期段階からの緩和ケアの実施 4億円(6億円)

(1)緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進           3_6億 円( 5‐ 2億円)

・インターネットを活用した専門医の育成
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・都道府県がん対策推進事業 (緩和ケア研修部分)

・医療用麻薬適正使用の推進
(2)在 宅緩和ケア対策の推進                        02億 円( 110億円)

・訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看護師の相互研修

3がん登録の推進 ※1 ―億円 (一億円)

・院内がん登録の推進
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施
・地域がん登録の促進

4 がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

(1)がん予防・早期発見の推進

糊 bミ

卿 慕曇莫量4膵業〇
務②が

電Wi穐贅]で翫■Mb
糊 繁糖易g製縣菫襲羹
轟)攣

閲朧亀禦観鷺間彎麓ツ隣 策定事業
り

が
15な 慾 爾 辣 業 御 ケア研修を除0

314億円 (118億円)

303_6億円,(106.1億 円 )

168_2億 円( 221億円)

1496億円(  一億円 )

1354億円( 840億円 )

550億 円(  ―億円 )

729億 円( 75.7億 円 )

0_6億円(   二億円)

1_5億円(  ―億円)

05億 円(  ―億円)

91億 円( 11_4億円 )

82億 円(  6_8億円)

85億円 (61億 円)5.がんに関する研究の推進

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現す
るためのがん対策に資する研究を着実に推進する。

新規  ・雷繁僕碗爾傷 撃蝙 革新的がん治療開発戦略事業〇

480億 円( 581億 円 )

300億 円(   ―億円)

102億円 (88億 円)6独立行政法人国立がん研究セジター

○ がん医療に関する研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修等を行うことによりtがんに関する高度かつ専門的な
医療の向上を図る。

1独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金

          1理 子
ッ́可心鴇ど5‐ ,億熙〕(うち、元気な日本復活特別
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平成 23年度がん対策予算概算要求について

平成22年度予算額    平成23年度概算要求・要望額
54, 095百 万円31, 604百 万円 →｀

           【26,744百 万円】
、「元気な日本復活特別枠」の要望額【 】書きは

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法・化学療法の

推進、専門医等の育成、がん予防 口早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進
し、がん対策の一層の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれ らを専門的に行う医師等の養成

G)日 が
集肇炉爵源警畠璽評繁茉電t電素る現状を踏まえ「ふ房医暴源税1'と ぶ:呆可ざ暴

連携拠点病院において、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた
めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する。

(補 助 先):都道府県、独立行政法人等

(補 助 率):1/2、 10/10
※予算単価 :都道府県がん診療連携拠点病院 @20,o00千円 → @26,000千 円

地域がん診療連携拠点病院   @14,000千 円 → @14,000千 円

がん予防 日早期発見の推進 とがん医療水準均てん化の促進

C)・ 子宮頸がん予防対策強化事業 (特別枠で要望 ) 14, 960百 万円

【14,960百 万円】

平成 21年 12月 に子宮頸がんの原因であるヒトパ ピローマウイルス (HPV)感
染を予防するワクチンが承認・販売 されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育
のあり方などの情報を収集、分析 し、 10歳代にはワクチンを接種ヾ 20歳からはが

ん検診を受けるとい う一貫性のある 「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進

する方策を検討するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成

する。

(補 助 先):市町村

(補 助 率):定額 (1/3相 当)

⊂)・ 働 く世代への大傷がん検診推進事業 (特別枠で要望 ) 5, 505百 万 円

【5,505百 万円】
40歳から60歳までの 5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直

接自宅に送付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに(自
宅に居ながら大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸
がん検診推進事業に要する費用の一部を新たに助成する。

(補 助 先):市町村
(補 助 率):1/2
(対象年齢):大腸がん  40歳、45歳く50歳、55歳、60歳
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・女性特有のがん検診推進事業 7, 574百 万円 → 7,294百 万円

従来、地方交付税措置 されているがん検診事業に加 え、受診勧奨事業方策の一つ と
して、一定の年齢に達 した女性に対 し、女性特有のがんである子宮頸がん及び乳がん

検診の無料クーポン券 と検診手等を配布 し、検診受診率の向上を図るため、市区町村
が実施する事業に要する費用の一部を助成する。

(補 助 先):市田]^村

(補 助 率):1/2
(対象年齢 )

※対象者数

子宮頸がん 20歳、25歳、30歳、35歳、40歳

平Lが ん   40歳、45歳 、50歳、55歳、60歳

の自然減

策推進事業 940百 万円 → 940百 万円

たに地域統括相談支援センターを設置 し、患者・家族 らのがんに関する

心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンス トップで

支援するための事業を新たに補助メニューとして追カロする。

都道府県
1/2
ピアサポーターなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員
の確保及びその研修、相談内容の分析、がん患者サロンの整備等

α)・ 都道府県がん対
都道府県に新

相談について、

提供する体制を

(補 助 先 )

(補 助 率 )

(対象事業 )

0)・ がん検診受診率分析委託事業 65百万円

がん対策推進基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成 23年度末までに50%
以上とする数値 目標の達成状況を把握するとともに、受診率向上など、今後の課題等を

把握・検討するための事業を実施するも
|(委

託 先):民間

0)・ がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業費 49百 万円

がん患者又はその家族の方が行 うピアサポーターなど、がんに関する相談員 となる方

に対 し、がんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを身につけるための

研修プログラムの策定を行 う。

(委 託 先):財団法人 日本対がん協会

がんに関する研究の推進

0)・ 日本発のがんワクチン療法による革新的            3,000百 万円

がん治療開発戦略事業 (特別枠で要望)           【3, 000百 万円】
がん患者が仕事 とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、 日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

独立行政法人国立がん研究セ ンター

・独立行政法人国立がん研究セ ンター運営費交付金 (一部特別枠で要望 )

8, 803百 万円 → 10, 200百 万円

【2, 780百万円】
がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれ

らの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を実施する。
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―
“
一
Ｉ

平成23年度 元気な日本復活特別枠

要望の主要事項 (抜粋 )

○子宮頸がん予防対策強化事業     150億 円

:平
成21年 12月 に子宮頸がんの原因であるヒトパピロニマウイ

ルス(HPV)感染を予防するワクチンが承認・販売されたことか

ら、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を収集、

分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはがん検診を

受けるという二貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、
効率的に推進する方策を検討するため、市町村が実施する

事業等に要する費用の一部を新たに助成する。

(補助先 :市町村、補助率 :定額 (1/3相 当))



子宮頸がん予防対策について

○子宮頸がん予防対策としてワクチ

に関する普及啓発と、がん検診

女性特有のがん検診推進事業
無料クーポン券配布による受診勧奨

―

一
輌
―

接

勧
ン
診

種 を 施するにあたっては、子宮頸がんの原因や予防 |
奨 と セットで行うことが重要 ___ノ ノ

データ

提供

実

の

額

助

定
補

がんに関する正しい知識
口検診の重要性等

■ワクテン|の1有
1用‐性1豪1辱1応‐等

子宮頸がん予防ワクチンについて、がん検診と

セットで効果的、効率的に実施されるよう、ワク

チン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を

収集、分析するため、市町村が実施する事業等に

要する費用の一部を支援 (健康被害救済に係る保質の高いサービスの
推進

がん検診 ワクチンによる予防

(目 的)早期発見口治療
☆5年生存率 71.5%

[ただし、検診受診率 21.3%(H19)]

HPVの型の分布には地域差があり
=向

ウク
「 (1/3
:相 当 )

2009年～



子宮頸がん予防ワクチンに係る要望概要 (積算)

―
二
０
１

目的
(事業内容)

子宮頸がん予防ワクチンについて、がん検診とセットで効果的、効率的に実
施されるよう、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方などの情報を収集、
分析するため、市町村が実施する事業等に要する費用の二部を支援

実施主体 市町村

対象者 市⌒

施 は

中学1年生～高校 1年生

対象人数 2,348千人

接種率 45%
単価 15,782円 ((12,OOO円 十手技料3,030円 )× 1.05)
接種回数 2.6回

国費負担額 約150億円 (事業費 :450億円)

健康被害救済 予防接種事故賠償補償保険料を補助 (○ .8億 円(150億円の二吝D)
補助率 定額 (1/3相当)

備考
予防接種部会において、予防接種法に位置付けるかどうかについての議論を
行つているところ



働く世代への大腸がん検診推進事業 政策との関連

○「元気な日本復活特別枠」
マニフェスト施策、国民生活の安定・安全

市区町村が大腸がん検査キットを一定の年齢の者に直接送付することにより、がん検診の重要性を理解してい

ただくとともに、自宅に居ながらがん検診を受診可能とする体制を構築し、ニーズに即した効果で質の高い社会保

障サービスが利用できるために必要な経費

―
一
劇
―

L日

○大腸がんは、罹患数(男性:57,078人、女性:40,977

人)、 死亡者数 (男性:23,592人 、女性 :19,762人 )と我
が国に多いがんであり、特に働き盛りの40歳代後半
から罹患者数、死亡者数ともに増加している。

○大腸がんの治癒率は7割、早期であれば100%近く

完治するが、無症状の早期に発見することが必要不
可欠であり、がん検診が重要。

○しかしながら、「面倒」、「時間がない」、「受診場所ま
で遠い」といつた理由などにより、受診されない状況。

事業内容 (イメージ)

⑥補助申請・請求

②検査キット回収 査キット送付

がん検診を受診する場合、市区町村又は市区町

村の契約する医療機関に赴く必要があるが、「面

倒」、「時間がない」、「遠い」といった理由により、
受診されない。

〇検診対象者の調査、検査機関との調整
○大腸がん検査キットを個人宅へ配布・回収
○検査依頼・費用の支払
○検査結果の通知

○自宅において、大腸がん検査を実施
○検診対象者

40歳 、45歳 、50歳 、55歳 、60歳
男性 :約 421万人

女性 :約 4¬ 9万人

○大腸がん検査キットによる検査
○市区町村に費用請求

○大腸がん検査キットを対象者に直接送付することに

より、自宅に居ながら検査が可能。

○がん検診の受診率が向上し、早期発見日早期治療が

図られる。

○早期治療による治癒、早期の職場復帰が可能。

○多くの働き盛りの方に対する大腸がんによる死亡リ
スクの軽減が図られる。

○事業の対象である節目年齢の方については、大腸
がん検診受診率50%の達成が期待できる。
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がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策 (案 )

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療 (手術、化学療法、放射線療法等)が行われている。また、現

在実施されている様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理

医不足が指摘されており、日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

研修医学生 (一般 )

◇病理職を知らない◇試験問題が

◇授業がつまらない 少ない
◇関心の低下
◇初期研修に病理教育がない

◇病理医数が少ない  ◇地域偏在  ◇待遇が悪い   ◇行き場がない

◇厳しい職場環境   ◇専門性の高い病理医が少ない  ◇まだまだ現役

◇一人勤務医による精度管理上の問題

Ω痙理事属Ω業資補動Fあなん技師ゆき全4暴〕

病理医の人員確保・専門研修・診断体制の整備
―
贔
Ｏ
Ｉ

○がん診療に関わる若手医師を対象として、日常診

療に必要な標準的病理診断の知識や技術を身につけ

るために、臨床実地研修等の実施

Π

＝

↓
病理医の啓発・教育

○病理職やその重要性に関する一般への啓発
口・ドラマ(例 )法医学等への露出

ル

○魅力ある講義口実習の実施

○病理学に関する国試出題数の増加

○各2次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
・口病理専門医数及び一般病理医数、病理診断補助員数等

○専門性の高い病理医の育成・研修
…一般病理医に対する専門性の高い (サブスペシャリティ)病理

医の育成(e_learning等を用いた研修の実施等 )

○病理専門医の包括的支援体制の整備

…各2次医療圏における病理専門医の複数名配置による質の高
い病理診断体制の拡充

○より質の高い病理診断のサポート体制の整備
…病理診断補助員 (臨床検査技師等)の増員や専従化等

○退職病理医等の雇用環境の整備

○病理医の院内外における連携体制の整備
… キヤンサーボードヘの参加や定期的な合同病理診断カンファ

レンスの実施
・口地域医療機関 (病院、診療所等)で実施した病理診断に対して、

病理専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施



がん診療連携拠点病院における病理医の業務状況等

○がん診療連携拠点病院数 :377病院
<日 本病理学会認定施設>

・都道府県がん診療連携拠点病院  49/51病 院
・地域がん診療連携拠点病院   220/326病 院

○学会認定病理医数 (常勤):793名 (平均2.1名 /1拠点病院 )

・最大12名
・最小 0名 (非常勤で代用 )

○病理医1名 当たりの新規患者数Ｉ
Ｎ
Ｏ
ｉ 平均

最大

最小

1,724名 /年

5,729名 /年

359名 /年

1日 平均 6.6名

丁日平均22.0名

1日 平均 1.4名
※ 新規がん患者については、術前診断 (手術がある場合は術中・術後)で病理
診断が必要。

新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

01回 当たりの病理診断手順




